
公告 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条

の１１第２項の規定により、競争入札に参加する者に必要な資格を認定するため、次の

とおり入札参加資格申請を受付ける。 

 

  令和３年１２月２３日 

                        佐久水道企業団 

                         企業長 栁 田 清 二 

 

１ 入札参加資格の種類 

（１）建設工事 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）の定める２９業種について、それぞれ

等級の格付を行った上で資格を付与します。 

（２）建設コンサルタント等の業務 

測量業者、建築士事務所、建設コンサルタント、地質調査業者、補償コンサル

タントの５種類の業務について、それぞれ資格を付与します。 

     

２ 入札参加資格の有効期間 

当該資格が認定された日から令和６年６月３０日とします。 

ただし、令和６年７月１日以降においても令和６年度の入札参加資格が認定され

る日までは有効とします。 

 

３ 入札参加資格審査の申請要件 

   入札参加を希望する業種・業務について、次に掲げるすべての要件を満たしてい

なければならないものとします。 

（１）建設工事 

① 入札参加資格審査の申請をする日現在において、建設業法第３条第１項の規定

による建設業の許可を受けていること。 

② 資格審査基準日（令和３年１０月１日）の直前の営業年度の終了する日を審査

基準日とする建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査の結果

について、建設業法第２７条の２９第１項に規定する総合評定値を受領している

こと。 

③ 入札参加資格を希望する建設工事の種類について資格審査基準日の直前２年

間の各営業年度に完成工事高があること。 

④ 事業税並びに消費税及び地方消費税に未納がないこと。 

  ⑤ 申請の日現在において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条、厚

生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条及び雇用保険法（昭和４９



年法律第１１６号）第７条の規定による届け出の義務を履行していること（届出

の義務がない者は除く。）。 

 

（２）建設コンサルタント等の業務 

 ① 測量又は建築コンサルタントを希望する者にあっては、申請の日現在において測

量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定による登録又は建築士法

（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による建築士事務所について

の登録を受けていること。 

② 建設コンサルタント等の業務の営業年数が資格審査基準日（令和３年１０月１

日）の前日まで引き続き１年以上経過していること。 

③ 入札参加資格を希望する建設コンサルタント等の業務の業種について資格審査

基準日の直前１年間の営業年度において業務実績があること。 

④ 事業税並びに消費税及び地方消費税に未納がないこと。 

 ⑤ 申請の日現在において、健康保険法第４８条、厚生年金保険法第２７条及び雇用

保険法第７条の規定による届け出の義務を履行していること（届出の義務がない

者は除く。）。 

 

４ 受付期間 

期間：令和４年２月１日（火）から令和４年２月２８日（月）まで（土・日曜、 

祝日を除く。） 

時間：午前８時３０分から正午、午後１時から午後５時１５分まで 

方法：持参又は郵送（郵送の場合は期間内の消印のあるものに限ります。） 

 

５ 受付場所 

佐久水道企業団 総務課 庶務係 

 

６ 提出書類 

（１）建設工事 

① 建設工事入札参加資格審査申請書（様式第１号） 

② 委任状（主たる営業所以外の営業所において競争入札に参加しようとする場合

に限る。） 

③ 後見登記等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）第１０条第１項に規定

する登記事項証明書及び復権を得ない破産者でない旨の市町村又は特別区の長

の証明書（個人業者に限る。） 

④ 商業登記簿謄本(現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書)（法人の場合に

限る。） 

⑤ 資格審査基準日（令和３年１０月１日）の直前の営業年度の終了する日を審査

基準日とする総合評定値通知書の写し 

⑥ 建設業許可証明書 



⑦ 納税証明書（下記ア、イそれぞれ提出すること。証明書は申請日から３カ月以

内発行のものを提出すること。） 

ア 都道府県又は都道府県出先機関発行の「事業税」に未納がないことが確認で

きる納税証明書(委任先のある場合、委任先所在地の都道府県発行のもの) 

イ 税務署発行の「消費税及び地方消費税」に未納がないことが確認できる納税

証明書 

⑧ 資格審査基準日の直前２年間の各営業年度における工事経歴書 

⑨ 主任技術者名簿 

【以下⑩、⑪、⑫、⑬については、⑤総合評定通知書で社会保険の加入が確認できな

い場合に提出】 

 ⑩ 厚生年金保険及び健康保険の加入が確認できない場合：「健康保険・厚生年金

の領収証書」、「社会保険料納入証明書」、「資格取得確認及び標準報酬決定通

知書」のいずれかの写し 

 ⑪ 厚生年金保険及び健康保険の加入の義務が確認できない場合：賃金台帳・労働

者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し 

 ⑫ 雇用保険の加入が確認できない場合：「雇用保険領収済通知書」及び「労働保

険概算・確定保険料申告書」又は「雇用保険被保険者資格取得等通知書」の写し 

 ⑬ 雇用保険の加入の義務が確認できない場合：賃金台帳・労働者名簿・源泉所得

税領収書等のうちいずれかの写し 

 

（２）建設コンサルタント等の業務 

① 建設コンサルタント等の業務入札参加資格審査申請書（様式第２号） 

② 登録証明書（登録されている者に限る。） 

ア 測量業者（測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定によ

る登録を受けている測量業者） 

イ 建築士事務所（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規

定による建築士事務所についての登録を受けている建築士事務所） 

ウ 建設コンサルタント（建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示

７１７号）第２条第１項の規定による登録を受けている建設コンサルタント） 

エ 地質調査業者（地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示７１８号）第

２条第１項の規定による登録を受けている地質調査業者） 

オ 補償コンサルタント（補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示

第１３４１号）第２条第１項の規定による登録を受けている補償コンサルタン

ト） 

③ 納税証明書（下記ア、イそれぞれ提出すること。証明書は申請日から３カ月以

内発行のものを提出すること。） 

ア 都道府県又は都道府県出先機関発行の「事業税」に未納がないことが確認で

きる納税証明書(委任先のある場合、委任先所在地の都道府県発行のもの) 

 



イ 税務署発行の「消費税及び地方消費税」に未納がないことが確認できる納税

証明書 

④ 商業登記簿謄本(現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書)（法人の場合に 

限る。） 

⑤ 後見登記等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）第１０条第１項に規定

する登記事項証明書及び復権を得ない破産者でない旨の市町村又は特別区の証

明書（個人業者に限る。） 

⑥ 経営規模等総括表 

⑦ 資格審査基準日（令和３年１０月１日）直前２年間の各営業年度における業 

務経歴書 

⑧ 技術者経歴書 

⑨ 委任状（主たる営業所以外の営業所においても競争入札に参加しようとする場

合に限る。） 

⑩ 資格審査基準日直前の営業年度の利益処分又は損失処理（法人に限る。）、貸

借対照表及び損益計算書 

⑪ 技術者一覧表 

⑫ 厚生年金保険及び健康保険の加入の義務がある場合：「健康保険・厚生年金の 

領収証書」、「社会保険料納入証明書」、「資格取得確認及び標準報酬決定通知 

書」のいずれかの写し 

⑬ 厚生年金保険及び健康保険の加入の義務がない場合：賃金台帳・労働者名簿・ 

源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し 

⑭ 雇用保険の加入の義務がある場合：「雇用保険領収済通知書」及び「労働保険

概算・確定保険料申告書」又は「雇用保険被保険者資格取得等通知書」の写し 

⑮ 雇用保険の加入の義務がない場合：賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書 

等のうちいずれかの写し 

 

７ 申請書類 

（１）申請書は企業団指定様式とします。 

申請書様式は企業団ホームページからダウンロードして下さい。（担当課窓口で

も配布します。） 

（２）申請書以外の添付書類については、特に様式の定めはありません。 

 

８ 提出部数 

申請書等の提出部数は、正本１部です。 

 

（１）申請書類のサイズはＡ４版とし、市販のフラットファイル（Ａ４版）に綴じ込ん

で下さい。なお、色の指定はありません。（表・背表紙に、商号又は名称を記載し

て下さい。） 

（２）郵送で申請する場合には、受付票を返送するための８４円切手を貼った封筒（返



送する受付票がハガキの場合は不要）を同封して下さい。 

 

９ 資格付与について 

   建設工事は申請業種ごとに資格を付与し、等級格付は、佐久水道企業団資格総合

点数により行う。佐久水道企業団資格総合点数は次の①から③までの合計数値によ

り算出する。 

① 客観点数（経営事項審査の総合評定値） 

② 長野県新客観点数（長野県内に本店を有する業者のみ） 

③ 佐久水道企業団新客観点数（企業団構成市町に本社又は営業所を有する業者

で、「水道施設工事」「管工事」業種のみ） 

 

１０ 審査結果 

審査の結果については、資格を付与できない者に限り通知します。 

 

１１ 問い合わせ先及び郵送先 

〒３８５－００５４ 

長野県佐久市跡部１０１番地 

佐久水道企業団 総務課 庶務係 

℡０２６７－６２－１２９０ 


